
 

 

 

第２節 家事事件 

 

第 19 条(離婚事件) 

１ 離婚事件の着手金及び報酬金は、次表のとおりとする。ただし、同一弁護士が引

き続き上訴事件を受任するときは、着手金を適正な範囲内で減額することができ

る。 

離婚事件の内容 着手金及び報酬金 

離婚交渉事件 ３３０，０００円以上５５０，０００円以下 

離婚調停 ３３０，０００円以上５５０，０００円以下 

離婚訴訟事件 それぞれ５５０，０００円 

ただし、本条第４項の財産給付請求を伴う場合は、そ

の額を基準とする加算をそれぞれすることができる

(本条第４項)。 

２ 離婚交渉事件から引き続き離婚調停事件を受任するときの着手金は、前項の規定

による離婚調停事件の着手金の額の２分の１とする。 

３ 離婚調停事件から引き続き離婚訴訟事件を受任するときの着手金は、第１項の規

定による離婚訴訟事件の着手金の額の２分の１を基準として請求することができ

る。 

４ 前３項において、婚姻費用、財産分与、慰謝料、養育費など財産給付請求を伴う

ときは、所属弁護士は、財産給付の実質的な経済的利益の額を基準として、第 11

条又は第 12 条の規定により算定された着手金及び報酬金の額以下の適正妥当な額

を加算して請求することができる。 

５ 前４項の規定にかかわらず、依頼者と協議のうえ、離婚事件の着手金及び報酬金

の額を、依頼者の経済的資力、事案の複雑さ及び事件処理に要する手数の繁簡等

を考慮し、適正妥当な範囲内で増減額することができる。 

６ 離婚調停は、期日ごとに日当を請求することができる。 

７ 離婚調停において、調停事件が係属後１年を超えて継続する場合、依頼者と協議

のうえ、追加の着手金等を定めることができる。 

 

第 20 条(養子縁組離縁事件) 

養子縁組離縁事件の着手金及び報酬金は、第 19 条の規定を準用する。 

 

第 21 条(成年後見申立事件) 

成年後見申立事件の着手金は、３３０，０００円とする。 

第 22 条(任意後見事件) 

１ 任意後見事件の着手金及び報酬金は、次表のとおりとする。 

任意後見契約締結 ２２０，０００円以上 



 

 

 

任意後見契約に基

づく委任事務 

基本報酬 月額１１，０００円以上５５，０００

円以下 

不動産管理等特殊

な財産管理事務を

含む場合 

月額３３，０００円以上５５，０００

円以下 

 裁判手続の代理 本規定の他の条項に基づき算定され

た手数料、着手金又は報酬金の額 

２ 任意後見契約に基づく事務が開始するまでの間に、財産管理契約を締結する場合

の着手金及び報酬金は、第１項の規定を準用する。 

３ 任意後見契約及び財産管理契約を締結後、訪問による面談を行う場合、１訪問ご

とに日当を請求することができる。 

 

第 23 条(遺言) 

１ 遺言作成の費用は、１１０，０００円以上５５０，０００円以下とし、財産の多

寡・内容の複雑性等を踏まえ、決定する。 

２ 遺言執行の費用は、次表のとおりとする。 

基本 遺言執行の対象と

なっている財産を

基準として 

３００万円以下の部分 ３３０，０００円 

３００万円を超え３０００万円以下の部分 ５．

５％ 

３０００万円を超え３億円以下の部分 ２．２％ 

３億円を超える部分 １．１％ 

特に複雑又は特殊な事情が

ある場合 

所属弁護士と受遺者との協議により増額すること

ができる。 

遺言執行に裁判手続を要す

る場合 

遺言執行手数料とは別に、裁判手続に要する弁護

士報酬を請求することができる。 

 

第 24 条(遺産分割) 

１ 遺産分割事件の着手金及び報酬金は、次表のとおりとする。 

遺産分割事件の内容 着手金及び報酬金 

遺産分割交渉事件 １１０，０００円以上５５０，０００円以下とする。 

遺産分割調停 第 11 条により算出 

→遺産総額が不明の場合、それぞれ３３０，０００円

以上５５０，０００円以下とし、総遺産額から第 11 条

により算出した額との差額がある場合は、報酬請求時

に精算する。 



 

 

 

遺産分割審判 第 11 条により算出 

→遺産総額が不明の場合、それぞれ３３０，０００円

以上５５０，０００円以下とし、総遺産額から第 11 条

により算出した額との差額がある場合は、報酬請求時

に精算する。 

ただし、同一弁護士が遺産分割調停事件から引き続き

受任する場合は、着手金額を相当額減額することがで 

 きる。 

２ 同一弁護士が、同一の遺産分割事件について、複数の相続人から依頼を受ける場

合、着手金及び報酬金は、依頼者ごとに決定する。ただし、この場合、所属弁護

士は、全依頼者に対し、利害対立について説明し、全依頼者から、この依頼者間

には利害対立がないことの確認、及び同一弁護士が事件受任することの同意(民法

１０８条、弁護士法２５条１項)を得なければならない。 

３ 前項の場合に、将来、依頼者間で利害対立が顕在化した場合、所属弁護士は、全

依頼者の事件について辞任しなければならない。この場合、着手金の精算はしな

い。 

 

第 25 条(遺留分減殺請求事件) 

遺留分減殺請求事件の着手金及び報酬金は、第 24 条の規定を準用する。 

 

  


